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Ⅰ．はじめに

日本における支払い方法としては、現金、

クレジットカード、電子マネーが一般的であ

る。そのうち、クレジットカード、電子マネー

はキャッシュレスと呼ばれ、支払い時に現金

を必要としない決済手段である。クレジット

カードと電子マネーは利用する機会も増え、

金額帯によっては、現金の利用を上回り、日々

の生活の中で必要な支払い手段となっている。

特に電子マネーは Suicaの発行以来、約 10
年で利用が広がった。

当初、乗車券機能付きの ICカードとして東
日本旅客鉄道株式会社（以下「JR東日本」と
呼ぶ。）から 2001年に発行された Suicaは、
その利便性により利用者から支持され、急速

に普及した。さらに、2004年からはマネーと
しての機能が追加され、電子マネー Suicaと
して、その利用範囲を広げ、2013年には全国
の交通系 ICカード間の相互利用も開始され
た。これにより、交通系電子マネーは、全国

規模での普及が進むこととなった。

一方、2007年には、大手流通企業である
イオン株式会社（以下「イオン」と呼ぶ。）の

WAON、セブン＆アイホールディングス（以
下「セブン＆アイ」と呼ぶ。）から nanacoと
いう 2種類の電子マネーが発行され、それぞ
れ自社のグループ店舗を中心に、全国へと利

電子マネーの普及における考察
－地方都市における普及の現状から－

山本 知己（立教大学大学院）

用の場が広がった。

数値面からキャッシュレスである電子マ

ネーとクレジットカードを比較し、整理する

と 2015年 3月末における電子マネーの発行
数 1は 26,396万枚、同時期におけるクレジッ
トカードの発行枚数 2は 25,890万枚で、数値
上は、電子マネーがクレジットカードの発行

枚数を逆転した。クレジットカードは 1961
年のサービス開始から 54年を経過し、一方の
電子マネーは 2001年のサービスが開始から
14年 3を経過している。仮に、2004年 Suica
のサービス開始を電子マネーの起点にするな

らば、電子マネーは約 10年で、先行するクレ
ジットカードの発行枚数を抜いたことになり、

この現状から電子マネーについては、急激な

普及がなされたと言うことができる。

また国の政策面では、2014年 6月に「『日
本再興戦略』改定 2014-未来への挑戦」で
「キャッシュレス化決済の普及による利便性・

効率性の向上を図る」が掲げられ、12月には
キャッシュレス化に向けた方策がまとめられ

た。さらに 2015年 6月の「『日本再興戦略』
改定 2015」では、キャッシュレス化に向けた
環境整備の推進継続化が確認され、国におけ

るキャッシュレス化向上の機運も高まってい

る。このような環境の中、電子マネーの普及

はさらに進むものと考えられる。

しかし、電子マネーの普及が、首都圏を中
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心に交通系電子マネーから始まった経緯もあ

り、地方での普及が都市部に比べあまり進ん

でいないのではないかとの指摘もある。交通

系電子マネーは、首都圏及び大都市圏を中心

に電子マネーの普及を進めたのに対し、交通

系インフラが未整備の地方地域では、強みで

あった交通系電子マネーを持つ必要性が生じ

ず、全国規模での電子マネーの普及を進める

際には、交通系電子マネーだけでは、地方地

域への電子マネーの普及は進めにくい。よっ

て、全国規模での普及には、首都圏及び大都

市圏以外をも補完する電子マネーの存在が必

要となってくる。

ついては、国によるキャッシュレス化推進

のもと、今後さらに電子マネーが全国規模で

の普及をして行くには、地方地域において、

公共性及び社会インフラ性が高くなっている

流通業の発行する電子マネーの役割が、さら

に大きくなるのではないのかと考える。よっ

て本稿では、イオンの発行する電子マネー

WAONにおける現状の普及要因の一端を示
すことで、電子マネーが、地方地域での普及

をさらに進めるにあたり必要な要因は何であ

るのかを明らかにすることを目的とした。本

稿の構成はⅠ．はじめにでは、目的と概要を

述べる。Ⅱ．本研究の背景では、主な電子マネー

の現在までの普及の過程の整理を行う。Ⅲ．

先行研究では電子マネーの普及要因について

整理を行い、これらの整理から仮説を述べる。

そしてⅣ．電子マネーWAONの普及の経緯
ではWAONがイオンの競争戦略のツールと
して使われた事で地方に普及した経緯を整理

し、Ⅴ．考察では、総務省家計消費状況調査

の数値を使い、現状の分析を行う。そしてⅥ．

結論では、本稿のまとめを述べる。

本稿は最新のデータを用いて地方における

電子マネーの普及に関する分析を行った点で

新しいものであると考える。

Ⅱ．研究の背景

電子マネー（図表 1）4の普及過程では、JR
東日本が、他社と提携することで Suicaの利
用範囲を自社の鉄道事業及び流通事業から、

他社の鉄道事業社や流通事業者へと広げた。

この提携によるネットワーク効果で、Suica
の機能向上と利用者の利便性の向上が図られ

た。Suicaの普及に伴い、流通 2社のイオン
とセブン＆アイも、2007年に電子マネーを
発行することになる。イオンは、JR東日本と
の提携後にWAONを発行し、発行時から自
社のグループ外での利用を目的とした提携を

行うオープン戦略を展開した。一方、セブン

＆アイは nanacoを発行するものの、利用は
グループ内で閉じたクローズド戦略をとり、

Suicaの利用開始も 2011年からであった。
交通系電子マネーと流通系電子マネーの普

及の経緯を整理すると、交通系電子マネーの

Suicaは、自動改札のメイテナンス費用軽減
化と交通事業者の業務の効率化及び、利用者

の利便性向上のため、乗車券と定期の代替え

機能を有した ICカードとして導入され、その
後 2004年にマネーの機能が付加されること
で電子マネーとなった。したがって、通勤者

及び学生を中心に電車の利用をするためには、

Suicaを所有する必要性が生じたため発行数
も順調に増加し普及が進んだ。

流通系電子マネーのWAONと nanacoに
ついては、交通系電子マネーと異なり所有す

る必要性がないため、会員を獲得するにあた
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り、①電子マネー利用者に対する特典の付与、

②会員獲得に対する工夫が必要となった。ま

た、電子マネーの発行目的としては、企業、

利用者双方に対する①決済時間短縮による時

間の節約効果、②金銭管理（レジ）と金銭所

有（小銭）の不要などがあり、さらに企業側

には①顧客情報の収集及び活用、②ポイント

付与による売上増、③現金不要による衝動買

いの誘因、④加盟店手数料収入などの目的が

あげられる。

WAONは会員獲得にあたり、利用時のポ
イント付与と、無記名での入会も可とするこ

とで、入会しやすい環境を設定して会員獲

得を行い、サービス開始時の利用店舗も関

東・甲信越からのみのスタートとした。一方、

nanacoは、企業戦略上、顧客情報の収集及び
その活用も目的としたため、入会時における

記名を必須とした。これにより、会員獲得へ

のハードルは上がることとなったが、会員獲

得を委託したセブン‐イレブンが全店で一斉

に会員獲得を開始し、店舗運営をするフラン

チャイズ加盟店へ獲得奨励金 5を払うことで、

店頭での会員獲得が活発化した。このように、

流通系 2社は①入会時の記名の有無、②獲得
奨励金の有無、③全国と地域限定でのサービ

ス開始、という異なる状況でサービスを開始

した。

3社のコア事業を整理すると、JR東日本は
鉄道事業であり、イオンとセブン＆アイは、

ともに流通事業である。しかし、中心となる

事業や収益の基盤となる業態が異なっている。

イオンは業態の中心が大型スーパーであるの

に対し、セブン＆アイも多数の業態を有する

もののセグメント情報から見ると、コンビニ

エンスストアが収益の基盤となる企業である。

この 3社は、業界や事業領域内におけるシェ
アーが高く、他社への影響も大きい。また、3
社は主要な事業領域があまり重複していない。

よって、各々が、自社の事業領域での電子マ

ネーの獲得や利用を進めたことで、電子マネー

の普及が進んだとも考えられる。すなわち、

鉄道、大型スーパー、コンビニエンスストア

のそれぞれ異なる領域で電子マネーの普及が

進み、そのシナジー効果で電子マネー全体の

市場が拡大し、現在のような、急速な普及が

生じたとも言えるのである。

安岡［2009］6では、本業とのセット化に

より電子マネーの普及が進んだと指摘されて

いる。この指摘が意味するところは、本業を

有する企業が、本業を補完することを目的と

して電子マネーを発行することで、本業との

一体化による効果が生じ、共に成功を収めて

いる状況をさしている。本業のセット化とは、

決済事業を本業とする企業ではなく、本業の

本体事業（鉄道事業、小売事業）が存在し、

その本業を補完する機能及び役割として決済

事業を行っている企業を指す。また、マーケ

ティングの側面からの考察で、安岡［2009］
は、電子マネーが、企業の特典であるポイント・

プログラムと結びつき、その特典や電子マネー

の持つ利便性が、消費者に支持され、電子マ

ネーの普及が進んだとの指摘をしている。し

かしながら、電子マネーの普及には、これ以

外にも何か別の普及要因が存在するのではな

いだろうか。特に電子マネーは首都圏、都市

部中心の普及と言われているが、本当に、地

方での普及は進んでいないのであろうか。実

際は、地方中小都市部にも普及してきている

のではないだろうか。

このような問題意識の下、本稿では、大手
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流通企業イオンの発行する電子マネーWAON
が、イオンの出店とともに、地方都市部にお

ける電子マネーの普及に影響をおよぼしてい

るのではないかとの仮説のもと、その一端を

明らかにしたい。そのため、次章で、先行研

究のレビューを行った後、イオンの発行する

電子マネーWAON の普及過程に注目し、そ
の普及の現状に対する考察を行う。

　 
Ⅲ．先行研究

電子マネーの研究も普及が進むにつれ、研

究者の興味の対象が、それぞれ異なるものへ

と変化してきている。2005年以前の研究は、
電子マネーの存在そのものに着目されたが、

その後は、電子マネーと決済の選択、電子マ

ネーとポイントの関係性、さらには地域通貨

との関係性、貨幣需要に及ぼす影響などへと

研究が進み、現在は普及要因に関する研究も

なされている。本稿では、小売業が発行する

電子マネーに対する研究を行うことから、ポ

イント・プログラム、決済手段に関する先行

研究のレビューを行い、その後、普及要因に

関する先行研究のレビューを行うこととする。

ポイント・プログラムと関連付けて論じら

れている先行研究では小西［2007］7、安岡

［2007,2009］8が存在する。これらの研究で

は、電子マネーとポイントを、それぞれ企業

通貨の一部として扱い、電子マネーもポイン

トも、発行以外の企業のサービスや商品と交

換できるマネーと位置付け、現状の動向を整

理し、同時に海外の電子マネーについて論じ、

交通系の Suicaのような IC乗車券の存在は
あるが、WAONやnanacoのような電子マネー
は存在しないと海外の状況についても述べて

いる。さらに、小西［2007］は、マネーの定
義を整理し、ポイントをマネーとして扱える

かどうかの可能性に言及している。

これは野村総合研究所［2006］が、発行企
業以外でも利用できる電子的媒体として電子

マネー、ポイント、マイレージを企業通貨と

定義し、電子マネーとポイント（以下、「マイ

レージ」を含む。）を、ほぼ同一のものと位置

付けたことに起因している。さらに、ポイント・

プログラムやマイレージで蓄積されたポイン

トが、自社以外のサービスや商品に交換され

る時、ポイントが疑似貨幣化するという現象

から、ポイントも通貨のようなものとして扱っ
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主要事業者 楽天Edy JR東日本 セブン＆アイH イオン・イオンFS

名称 楽天Edy Suica nanaco WAON

サービス
開始時期

2001/04 2004/04 2007/04 2007/04

8,990 5,180 4,112 5,130

8.4 13.2 24.8 19.9

3,390 8,934 16,620 19,300億円

2.4 13.6 21.3 22.1

発行枚数(万枚)/
前比

1ケ月当りの
決済件数(万件)/

前比

図表1　主要電子マネーの実績（2015年7月現在）

月刊消費者信用2015-9より筆者作成
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ている実態がある。これらの考えや事象から、

電子マネーの原資はポイントが主であるとい

う考えも存在していた。しかし、現状の電子

マネーは現金やクレジットカードでのチャー

ジを行うのが主であり、その補完として貯め

たポイントでのチャージをするのが一般的で

ある。したがって、この考え方には多少の違

和感があった。

しかし、その後、電子マネーとポイントの

区別について、経済産業省商務流通グループ

流通政策課［2007］9が、電子マネーを「イシュ

アー（発行主体）が電子マネーという価値を

発行し、消費者（利用者）がその価値に応じ

た対価を支払い購入する。原資は価値に応じ

て消費者が支払う現金である。」と定義し、ポ

イントを「主たる取引に付随して景品・おま

けとして発行させる。」と定義し、整理が図ら

れた。これにより、電子マネーのチャージは、

現金が主であることが示された。

電子マネーと決済選択の側面での研究では、

決済手段の発達と電子マネーの普及が注目さ

れる中、上田［2010］10は、日本における決

済手段の特徴を①脱現金の途上、②多様な本

業とのセット化、③送金の欠如、としている。

本研究が先行研究として着目するのは①②の

部分であり、②については先に論じたとおり

である。ここでの脱現金の途上が意味すると

ころは、キャッシュレスの普及である。消費

者の購買やサービスの利用時においては、購

買や利用に対する意思決定が行われる。意思

決定の後、物品の購入やサービスの利用を行

おうとする時支払いが発生する。支払いが完

了することで、実際に物品の購入やサービス

の利用ができるのである。上田［2010］は、
この支払いの部分について、従来、現金で行

われるのが一般的であったものが、決済手段

の発達でクレジットカードや電子マネーの利

用が広がり、今後もクレジットカードと電子

マネーが主な受け皿となってキャッシュレス

化は進んで行くとし、電子マネーがキャッシュ

レス化を担うことを指摘している。

最後に本稿で扱う、普及における地域間差

異の側面からは、渡部［2011］11が東京都区部、

宇都宮市、名古屋市、静岡市、大阪市、和歌山市、

計 6都市を対象に、渡部、岩崎［2013］12は

1都 6県 7都市（東京は都区部のみ）を対象に、
複数地域間での消費者調査を実施し、地域の

違いから生じる消費者意識に着目し、電子マ

ネーにおける利便性の向上や、利用の場の拡

大、電子マネーの保有及び利用時に生じる不

安感の解消及び緩和などの、電子マネーに関

する普及促進策に対する提案を行っている。

しかし、この両論文投稿時においては、まだ、

大都市間でも電子マネーの普及に格差が生じ

ている段階であるとの認識から、あえて地方

や小都市を調査の研究から外していたようで

ある。しかしながら、本稿は、この地方小都

市における普及の現状分析を行うことが今後

の電子マネーの普及に重要であるとの認識か

ら、これら地域を研究の対象とする。

さらに普及の要因として梅原、渡部［2013］13

は、電子マネー普及のプロセスをシミュレー

トすることで、初期の電子マネーの取扱店舗

数により電子マネーの普及が大きく変化する

と指摘している。確かに、小売業やサービス

業では上位数グループの大手チェーン店が、

個々の業界のシェアーを握る傾向のあること

を考慮すると、店舗数は重要である。しかし

ながら、さらに 1店舗当たりの店舗の大きさ、
すなわち売場面積も電子マネーの売上には影
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響する。一般的に店舗面積が大きければそれ

に応じて売上高も大きい。さらに、地方や小

都市部ほど、大手小売業による大型店舗の出

店が、商店街単位で既存店舗を一気に衰退さ

せる傾向もあり、この状況からも店舗数同様、

1店舗当たりの店舗の大きさも電子マネーの
普及には重要であると考えられる。

また、電子マネーの普及を会員の獲得の側

面から考察すると、獲得があって利用が開始

されると考えれば、会員獲得においては、店

頭でのマンパワーによる獲得への貢献度が高

く、店舗の出店効果が会員獲得に与える効果

は、非常に大きいと考える。

これらの研究を踏まえ、次章では、イオン

の発行する電子マネーWAONの経緯を整理
し続くⅤ章で考察を行う。

Ⅳ．電子マネー WAON 普及の経緯

　

1.	 電子マネーWAON普及の経緯

イオンがWAONを発行したのは 2007年
である。発行前の準備として事前に 2つ契約
を行った。１つは、2005年の JR東日本と
の包括業務提携である。この目的はイオン店

舗内における Suicaの利用とイオンカードと
の Suica提携カードの発行開始である。この
契約からわかることは、先行して成功してい

る Suicaの利用者を取り込みたいというイオ
ン側と Suicaの利用の場を広げたいという JR
東日本との意向が一致していることである。

また、JR東日本はこの契約を通じて、Suica
の加盟店獲得業務 14をイオン側へ委託するこ

ととなった。これにより、イオンが持つ加盟

店に対し Suica利用の加盟店契約が可能とな
り、Suicaが利用できる場所の拡大が可能と

なった。もともと、両社は、決済事業を本業

としておらず、クレジットカード事業の開始

時においても、共に、現在のみずほ銀行系の

システムを使用しており、業務提携をしやす

い環境にもあった。さらに、もう 1つの契約
を（株）NTTドコモと行い、3社の電子マネー
が 1台で読み取れる共同端末の設置も行った。

WAONはサービス開始翌年の 2008年 4月
には、JALのマイレージカードへの搭載を行
うなどし、外部との提携を積極的に進めた。

JALとWAONの提携については、競合であ
る ANAグループが Edyを搭載している経緯
もあり、イオン、JAL両社にとっては戦略上、
意味のある提携となった。同じ年、神奈川県

久里浜商店街とWAONとしては、初の地域
通貨を発行する。ここでは、WAONを商店
街で利用でも利用に応じてWAONのポイン
トが貯められる仕組みの運用を行った。その

後、イオンはこのような地域通貨と呼ばれる

提携を積極的に行い、現在では約 100種類の
地域通貨を発行している。その後2010年には、
イオングループの店舗が多く存在する、北海

道、九州地区での交通系電子マネーのイオン

店舗内での利用を開始した。さらに、2012年
には高齢者向けに GC、ゆうゆうWAONの
発行も行った。

2015 年 6 月のニュースリリースでは、
WAONの累計発行枚数が 5,000万枚を突破
し、2013年度における利用額は 1兆 5,100
億円となり、同年度の電子マネーの予想市場

規模の約 3兆 2,000億円の約 5割を達成した
としている。また、2014年度利用金額は約 1
兆 9,300億円と報告している。
ここまででWAONの現状整理を行ったが、

それではWAONの普及においてイオンの
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とった競争戦略とはどのようなものであった

のだろうか。以下で述べることとする。

2.	 イオンにおける競争戦略

実際に、イオンの電子マネーWAONにお
ける競争戦略とはどのような内容のものだっ

たのであろうか。WAONの発行に際し、以
下のコメントが記載されている。

「イオンは電子マネーWAONの発行の理
由を Suicaやおサイフ携帯の普及が進み、顧
客からのニーズが高まったためとしている。

WAONは、電子マネー機能だけのカード発
行の場合、個人情報の登録をせず、無記名式

でカードの発行をすることができる。無記名

式にしたのは、イオンが事前に実施した調査

で、個人情報の登録に抵抗感が強かったため

としている。15」このコメントからも、イオン

は利用者の利便性の向上をねらい、まずは利

用を体験してもらうことで普及を進めたかっ

たことがわかる。

WAONの普及でイオンがとった競争戦略
とは、本来は競合となる Suicaやドコモ ID
の利用を受け入れ、オープン戦略をとったこ

とである。浅羽［1998］16は、ネットワーク

外部性が働く市場では、競争圧力だけではな

く、企業間の協力を促す力が企業に加えられ、

多様な企業との間で複雑な相互作用が生じる

ことになるとしている。この場合のネットワー

ク外部性が働く市場とは、同じ市場内で異な

る企業が協力関係を築くことで、全体の市場

のパイが広がり、互いの利益が増大すること

を意味している。さらに、このような市場では、

ライバル企業間の関係においても、競争関係

よりも協調関係が全面に出てくるとしている。

ある財やそれを補完する利用者が増えるに

つれて、その財を使うことで得られる効用が

増大する効果がネットワークの外部性である。

ネットワークの外部性には、直接的ネットワー

クの外部性と間接的ネットワークの外部性が

存在する。携帯電話のような携帯通信ネット

ワークでは、利用者が多ければ多いほどネッ

トワーク価値が高まる。このように、ネット

ワークの規模が、直接的に消費者の効用を高

める効果を、直接的ネットワークの外部性と

呼ぶ。電子マネーの場合は、電子マネーの保

有者が増加しても、電子マネーの利用から得

られる効果はあまりないと考えられる。一方、

間接的ネットワークの外部性は、財の利用者

ではなく、補完財が充実することで、もとの

財から得られる効用が増大する効果を指す。

したがって、電子マネーの場合は、この補完

財が利用端末にあたるため、利用端末が増え、

なおかつ、一台の端末で数種類の電子マネー

の利用が可能となることが間接的ネットワー

クの外部性の増大につながるのである。イオ

ンの共用端末導入がこれにあたる。

イオンが提携戦略をとったのは、WAON
を広い範囲で解放し、通貨と同様な機能を持

つ、電子マネーとして普及させたかったため

である。それは、イオングループが行ってき

た出店戦略とも関連する。イオングループの

店舗は、北海道から沖縄までほぼ 47都道府
県をカーバーしている。出店も地方から行い、

首都圏へ広げてきた経緯がある。電子マネー

の利用が増えているのは、Suicaなどの交通
系電子マネーが普及している首都圏や関西圏

である。電子マネーは、地方ではあまり普及

しておらず、認知度も低かったのが現状であ

る。ゆえに、全国に多くのグループ店舗を持

つイオンは、地方自治体とも提携し、「地域通
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貨」での利用も視野に入れ、WAONの開発
を行った。イオンはWAONが地域通貨とし
て、それぞれの地域で、共存共栄ができるよ

うになることも望んでいたのである。

次章ではWAONの普及と地方での普及と
の関連性について述べる。

Ⅴ．地方都市における電子マネーの普及に対

する考察

1.	 イオングループの出店戦略

イオンの出店戦略とは、ルーラル戦略と呼

ばれる、郊外を中心とした立地に、大きく 4
種類①商圏人口 40万以上の大型モールショッ
ピングセンター、②商圏人口 10万～ 20万
人を対象としたショッピングセンター、③商

圏 5万人前後の近隣型ショッピングセンター、
④商圏を近隣とした食品スーパー型、のショッ

ピングセンターや食品スーパーの店舗を展開

する戦略である。これらの郊外出店により、

地方における店舗数は多くなり、これがイオ

ングループのひとつの特徴となって行く。特

に地方においては競合の少ない立地に出店し

ているため、集客力は強く、その地域のシン

ボル的存在になっている。

さらに、食品スーパー型のマックスバリュー

は、人口 3万人以下の過疎地にも多く出店
しおり、出店地域においては、地域一番店で

の営業を行っている。これらの店舗を通じて

WAONが発行されている。地方都市部の出
店においては、ほとんどが車での来店を前提

として、広大な駐車場が用意されている。こ

のような地域では車中心の社会のため、公

共交通機関としての鉄道やバスの利用者は少

なく、交通系の電子マネーは必要とされな

い。このような環境下でポイントの付与され

るWAONは利用者のニーズと合致し、所有
のための必然性が生じる。この状況は交通系

電子マネーが普及した首都圏とは逆の現象で

ある。イオンはこのような環境下で、WAON
の発行数を増やしてきたと考えられる。それ

ではWAONが地方の電子マネーの普及を促
進していることを示すデータは、何か存在し

ないのだろうか。それを示唆する資料として、

総務省家計消費状況調査 ICT関連項目電子マ
ネー等関連の利用状況からの考察を行うこと

とする。

2．地方における電子マネーの利用状況について

以下において、「総務省家計消費状況調査（平

成 26年 ICT関連項目電子マネー等関連の利
用状況）（図表 2,3）を使って考察を行う。こ
こでは 1人以上の世帯データは地区によりバ
ラつきがあるため 2人以上の世帯のデータを
対象として考察を行う。電子マネーの平均利

用額上位 3地域は①四国②東北③中国で、交
通機関での利用は、関東が突出して大きい。

コンビニエンスストアでの利用は、①関東②

北海道③中国順だが総体的にあまり利用率は

高くはない。スーパーマーケットでの利用は

①四国②中国③東北、の順であり、コンビニ

エンスストアでの利用がスーパーマーケット

の利用率を上回っているのは関東だけである。

このようにみると、全国的には小売業の利用

が大きく、交通系電子マネーの利用は、関東

圏が圧倒的に高いことがわかる。（図表 2）
次に都市別の利用状況を見る。この統計で

は都市を大都市（政令指定都市）、中都市（大

都市を除く人口 15万人以上の市）、小都市 A
（人口 5万以上 15万未満の市）、小都市 B町
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村（人口 5万未満）の 4区分に分けて数値を
出している。利用額をみると①小都市 B町村
②中都市③小都市 Aになる。交通機関での利
用は都市の規模順ではあるが、やはり大都市

が大きい。スーパーマーケットでの利用は①

中都市②小都市 B町村③小都市 Aの順であ
る。コンビニエンスストアでの利用率も、都

市の規模順であるが上位と下位の差があまり

なく、コンビニエンスストアでの電子マネー

の利用率が都市の規模にあまり関係ないこと

がわかった。（図表 3）
また、電子マネーを利用した世帯員がいな

い、の項目では地域間、都市の規模によって

の差はあまりなく、6％前後である。また、電
子マネーを持っている世帯員がいる、といな

いについてみると、都市の規模が大きい順に

電子マネーを保有している人が多いことがわ

かる。これらのデータからは大まかではある

が①大都市圏及び関東圏では電子マネーの保

有数が多く、交通機関での利用が中心である

ことがわかる。②地方においては、保有数は

大都市圏よりも少ないものの、利用金額は大

きい。一般的に、交通機関での利用は、1人
1枚の電子マネーの保有が必要だが、スーパー
マーケットの利用ではポイントを集約する観

点からも、1世帯に 1枚の保有になる傾向が
あるとも考えられる。よって、スーパーマー

ケットの利用が中心の地方や、小都市では、

電子マネーの保有枚数は下がるが、稼働率及

び利用額は、ともに高いことも推定できる。

調査における都市区分の人口は、イオンの

出店の区分と類似している。特に小都市 A、
小都市 B町村は、イオンのマックスバリュー
が出店を行っている地域であり、nanacoを有
するライバルのセブン＆アイは、これと類似

する店舗フォーマットを保有していないため

この都市階級での電子マネーの利用はWAON
であることの可能性が高い。さらに、イオン

は大型店を中国地区 23店舗、四国 10店舗を
有し、セブン＆アイのイトーヨーカドーが有

する中国地区 3店舗、四国地区 0に対し優位
を保っている。したがってこの地区での電子

マネーはWAONのシェアーが高い可能性が
ある。
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図表 2　全国・地方階級別電子マネー等関連の利用状況（2人以上）
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Ⅵ．結論

「総務省家計消費状況調査年報（平成 26年）
結果の概況」では、①電子マネーを利用した

世帯員がいる世帯の割合は 6年間で約 2.2倍、
②電子マネーを 1万円以上利用した世帯の割
合は 6年間で約 3.5倍、③コンビニエンスス
トア及びスーパーマーケットでの利用割合の

拡大が続く、としている。その中で、世帯全

体（総世帯）における 2014年の電子マネー
の利用回数の最も多かった場所を見ると 1位
は交通機関 46.6％、2位スーパーマーケット
27.7％、3位コンビニエンスストア 20.7％で
あり、交通機関での利用は、下降し続けてい

るが、その一方でスーパーマーケット、コン

ビニエンスストアでの利用は上がり続けてい

る。よって、流通系での利用回数が多くなり、

1万円以上を利用した世帯の割合も上昇して

いるためスーパーマーケットでの利用が多く

なっていることが推定される。この統計は流

通系 2社の電子マネーが実稼働を始めた 2008
年を起点としており、利用箇所が交通系から、

流通系にも広がり、流通系に広がることで、

地方にも電子マネーが普及している状況が読

みとれる。

イオンの発行するWAONは本業の店舗展
開の関係から、全国規模でのオープンマネー

の役割を模索している。本稿では、電子マネー

の普及が都市部だけではなく、地方でも進み、

その一因にWAONの普及があるのではない
か、との仮説を立てたが、「総務省家計消費状

況調査（平成 26年）ICT関連項目電子マネー
等関連の利用状況」の分析及び「総務省家計

消費状況調査年報（平成 26年）結果の概況」
から、電子マネーについて、数での普及では

都市部に劣るものの、一世帯当たりの利用高
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表 2,3 総務省家計消費状況調査平成 26 年 ICT 関連項目電子マネー等関連の利用状況より引用

図表 3　都市階級別電子マネー等関連の利用状況（2人以上）
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では大都市よりも地方都市での利用が高く、

しかもイオンの店舗数が多い地区でその傾向

が強いことがわかった。以上のことから本稿

ではイオンの出店戦略に伴うWAON会員の
獲得と既存店における競争戦略のツールとし

てのWAON会員の獲得が、地方における電
子マネーの普及の一因であると考える。また、

WAONの例からも、地方地域を含めた全国
規模の普及には小売業の店舗が有する、会員

獲得力と利用の場の提供が必要であるとの認

識を得た。今後は、イオンの進める地域通貨

の効果と、高齢者に限定したWAONに対す
る動向に注目し、この 2つが電子マネーの普
及にどのような影響を与えて行くかの考察を

将来行いたい。

（注）
1 日本銀行［2015］「決済動向 2015年 10月」記載の数
値を使用。

2 (一般 )日本クレジット協会［2015］「クレジットカー
ド発行枚数調査結果の公表について」記載の数値を使用。

3 2015年現在。
4 2015年 7月現在の主要電子マネーの実績を掲載。ただ
し、WAONのみ 15年 2月期の決算数値を記載。月刊
消費者信用 2015-9より筆者作成。

5 月刊消費者信用 2007-8 p.8
6 安岡［2009］「企業通貨における電子マネーの現状と将
来性」 pp.23-30

7 小西［2007］「ポイント経済と電子マネー、地域通貨に
関する考察」pp.104-107

8 安岡［2007］「企業通貨におけるポイント・マイレージ
の現状と将来性」pp.113-124、安岡 (2009) 「企業通貨
における電子マネーの現状と将来性」 pp.23-30
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